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＊朝日新聞

・被虐待児、3割の公立小に　全国校長アンケート「保護の怠慢」最多（4月26日）
全国の公立小学校の34％に、家庭で虐待された児童が在籍している―。全国連合小学校長会のアンケートで、そんな結果が出た。過去3年間で割合に大きな変化はなく、同会は「虐待は依然、重大な社会問題で、学校の対応力を高める必要がある」とみている。

　全国466校（各都道府県から約10校ずつ抽出）の校長に2010年度の状況を昨夏に尋ねた。同会には全国の大半の公立小学校長約2万1千人が、各都道府県の校長会を通じて加わっている。

　アンケートによると、自校の児童に対する家庭での虐待について「疑わしいものも含めて、実態がある」と答えた校長は159人（34％）。07～09年度の状況（28～30%）と大きく変わらなかった。

　一方、「実態がある」と答えた校長に認知できた件数を尋ねると、10年度は計380件。09年度の1.2倍、08年度の1.5倍に急増していた。同会は「虐待に対する問題意識の高まりで表面化する事例が増えた可能性もあるが、現状は大変厳しい」とみている。厚生労働省によると、10年度に全国の児童相談所が受けた虐待相談は、約5万6千件（震災で未集計の福島県を除く）で、09年度の1.3倍だった。

　校長に虐待の内容を尋ねたところ、「保護の怠慢・拒否」が最多の198件で09年度の1.4倍。ついで身体的虐待133件▶心理的虐待38件▶性的虐待11件の順。

　「保護の怠慢・拒否」の事例でみられた児童の様子は、十分な食事を与えられていない68件▶服装が清潔でない55件▶不自然な遅刻や欠席が多い45件―など。「子どもを置いて親が夜遊びに出かける」という回答もあった。
　同会は「予防と適切な支援のために、教職員が知識を持ち、虐待に気づく能力を高める必要がある」としている。
＊厚生労働省
・平成23年度雇用均等基本調査（速報） （4月26日）
　雇用均等基本調査は、男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握することを目的として毎年実施されており、今回は公表されたのは平成23年度の男女雇用機会均等法に基づく企業におけるポジティブ・アクションの取組状況等及び事業所における育児休業制度の運用状況等について行なわれた調査。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-23.html
・ポジティブ・アクションを推進するための「見える化」支援ツールを、初めて業種別に作成～百貨店業、スーパーマーケット業、情報サービス業の３業種で～（4月27日）

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002997s.html

· 日本小児保健協会
・医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応について
「民法等の一部を改正する法律」により、新たに親権停止制度が創設されると共に、児童の生命・身体の安全確保のため緊急の必要があるときには、親権者等の意に反しても児童相談所長又は施設長等の権限に基づく監護措置として児童に必要とされる医療を受けさせることができることが明文化されたことから、今後は①親権停止審判、②同審判を本案とする保全処分、③児童相談所長及び施設長等により対応することとなります。いずれの対応方法を選択するかは、原則として医療行為に伴う緊急性の程度により判断することとなり、最も緊急性の高い場合には③の措置により、以下順に②、①の措置をとることになります。
http://plaza.umin.ac.jp/~jschild/news/pdf/120321_1.pdf
＊文部科学省

・「世界自閉症啓発デー」に当たっての文部科学大臣メッセージ（4月2日）
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/04/1319127.htm
・世界人権啓発デー　日本実行委員会（4月2日）
国連総会（H19.12.18開催）において、カタール王国王妃の提案により、毎年４月２日を「世界自閉症啓発デー」（World Autism Awareness Day）とすることが決議され、全世界の人々に自閉症を理解してもらう取り組みが行われています。
　わが国でも、世界自閉症啓発デー・日本実行委員会が組織され、自閉症をはじめとする発達障害について、広く啓発する活動を行っています。
　具体的には、毎年、世界自閉症啓発デーの４月２日から８日を発達障害啓発週間として、シンポジウムの開催やランドマークのブルーライトアップ等の活動を行っています。
　http://www.worldautismawarenessday.jp/htdocs/
＊内閣府

・男女間における暴力に関する調査報告（概要）平成23年度（4月20日）

　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下、「配偶者暴力防止法」という。）第２５条では、「国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更正のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復されるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。」と規定している。

　また、第3次男女共同参画基本法では、「女性に対する暴力について的確な施策を実施し、社会の問題意識を高めるため、被害等の実施を把握することを目的とした調査を、今後も定期的・継続的に実施するとともに、女性に対する暴力の実態が的確に把握できるデータの存り方を検討すると規定している。

　これまで、平成11年度、14年度、17年度、20年度に、全国20歳以上の男女5,000人（17年度以前は4,500人）を対象に、無作為抽出によるアンケートを実施している。前回調査から3年度に当たる本年度は、過去の調査を踏まえつつ、国内の男女間における暴力の実態を把握する。

http://www.gender.go.jp/e-vaw/chousa/images/pdf/h23danjokan-gaiyo.pdf

【データの概要から】（抜粋）

配偶者からの被害経験

・・・約4人に一人は配偶者から被害を受けたことがある
・・・女性の約3人に一人は配偶者から被害を受けたことがあり、約10人に一人は何度も受けている

配偶者からの被害の相談の有無

・・・被害を受けた女性の約4割はどこにも相談していない

配偶者から被害を初めて受けたときの行動

・・・「別れたい(別れよう)と思ったが、別れなかった」は、男性より女性が多い
配偶者と別れなかった理由

・・・「子どもがいるから、子どものことを考えたから」が男女とも最も多い
配偶者からの被害により命の危険を感じた経験

・・・女性の約20人に一人は命の危険を感じたことがある

交際相手からの被害経験

・・・約10人に一人は交際相手から被害を受けたことがある
交際相手からの被害の相談の有無

・・・被害を受けた女性の約3割はどこにも相談していない

交際相手から被害を受けた時の行動

・・・「別れたい（別れよう）と思ったが、別れなかった」が、男女とも約4割

交際相手と別れなかった理由

・・・「相手には自分が必要だと思ったから」、「相手が別れることに同意しなかったから」、「これ以上は繰り返されないと思ったから」が2割前後

交際相手から被害により命の危険を感じた経験

・・・女性の約30人に一人は命の危険を感じたことがある
交際相手からの被害による生活上の変化（複数回答）

・・・女性が生活上の変化を受けることが多く、約6割に生活上の変化があった
異性から無理やり性交された経験（女性のみ）

・・・女性の8%は異性から無理やりに性交された経験がある
加害者との面識の有無

・・・約4人に三人は加害者と面識があった

異性から無理やり性交をされた被害の相談の有無

・・・被害を受けた女性の約7割はどこにも相談していない

異性から無理やり性交された被害による生活上の変化

・・・被害を受けた女性の約7割に生活上の変化があった

・男女間における暴力に関する調査報告（全文）（4月20日）
http://www.gender.go.jp/e-vaw/chousa/h24_boryoku_cyousa.html
・「男性にとっての男女共同参画」に関する意識調査報告（4月27日）

男女共同参画社会の実現の大きな障害の一つは、人々の意識の中に長い時間をかけて形づくられてきた性別に基づく固定的な性別役割分担意識である。このような意識は時代とともに変わりつつあるものの、依然として根強く残っており、特に男性により強く残っていると考えられる。男性にとって生きやすい社会の形成を目指し、男性自身の男性に関する固定的な性別役割分担意識の解消についての調査研究を行い、男性にとっての男女共同参画を効果的に推進するための方策を検討することを目的とする。
http://www.gender.go.jp/research/dansei_ishiki/index.html
＊警察庁
・平成２３年中の警察安全相談の状況について（4月12日）
平成23年中の警察安全相談の取扱件数は1,461,049件であり、前年に比べ62,060件(4.4%)増加した。
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＊共同通信

・警察へのＤＶ相談、過去最多　児童虐待も増加傾向（4月12日）
　昨年１年間に全国警察に寄せられた相談のうち、ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）に関するものが前年比６・９％増の３万３７４５件となり、統計のある２００３年以降で過去最多だったことが１２日、警察庁のまとめで分かった。

　警察庁によると、児童虐待に関する相談も同６・８％増の３６９４件で過去最多だった。ストーカー関連は同０・５％減の１万８５２４件。

　長崎県の２女性殺害事件では相談対応の遅れが問題となったことから、警察庁は、警察署長らへの相談内容の報告を徹底し、生命・身体に危険が生じる可能性があるケースを特に注意するよう全国の警察に指示した。
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